
建設経済部  商工観光課  工業企業立地係  (1/1)

2桁 大分類 4桁 中分類 小分類
0101 01 商工会への指導

02 商工業観光振興事業費等補助金拠出
03 地域産業立地事業補助金の拠出
04 電源立地制度の補助事務
05 工場立地法に関する事務
06 企業立地促進法に関する事務
07 東遠工業用水道企業団協議会に関する事務

0102 01 企業からの相談受付
02 誘致に関する調整
03 新工業団地の検討

0103 01 県制度資金
02 市小口資金利子補給
03 短期経営改善資金利子補給
04 経営安定関連保証制度認定
05 市小口資金信用保証料補助
06 緊急保証制度信用保証料補助

0104 01 労働団体への補助金拠出
02 その他労働団体に関する事務

0105 01 空港関係団体に関する事務
02 利活用推進PR

9901 01 農工地区調査
02 市内工業調査
03 鉱業調査
04 官公需調査

9902 01 議会・監査対応
02 予算作成
03 条例等改正
04 文書管理（ファイリング）
05 行政評価事務
06 課内庶務

宣伝活動や進出企業に対する支援を行うなど企業誘致の推進を図る 0102 企業誘致の推進

業務概要

6桁

01 工業振興と企業誘致の推進 0101 工業の振興

目的（総合計画）
企業誘致・新産業の創出など工業が発展し、市内経済の安定と活性化が
図られている状態

任務目的（係の目的）
工業振興を図るため、企業誘致を推進するなど、市内の経済の活性化を目
指す

0103 中小企業者への支援

0104 労働者に対する支援

99 その他業務 9901 各種調査に対する対応

9902 その他業務

0105 富士山静岡空港と御前崎港の利用推進



業務棚卸表（個表）

作成日

部ｺｰﾄﾞ 40 部名

課ｺｰﾄﾞ 45 課名

シート 1/1 係名

管理指標 実績（H20） 目標 期限 困難度 職員配置

企業進出が多く、
働く場所が充分に
あると思う人の割
合

29.5%
31.5%

（初年度実績）
23年度 ―

製造品出荷額
2,907億円
(H19値）

2,900億円 23年度 ☆☆☆

製造事業所数
188社

（H19値）
190社 23年度 ☆☆☆

2桁 4桁 6桁

01 製造事業所数 188社 190社 23年度 ☆☆☆ 4,420

0101 工業団地内企業数 73社 80社 23年度 ☆☆☆ 564

010101 適正処理 適正処理 適正処理 21年度 ☆ 24

010102 適正処理 適正処理 適正処理 21年度 ☆ 80

010103 適正処理 適正処理 適正処理 21年度 ☆ 80

010104 適正処理 適正処理 適正処理 21年度 ☆ 120

010105 適正処理 適正処理 適正処理 21年度 ☆ 100

010106 適正処理 適正処理 適正処理 21年度 ☆ 80

010107 適正処理 適正処理 適正処理 21年度 ☆ 80

0102 新規企業数 5社 2社 21年度 ☆☆☆ 2,584

010201 適正処理 適正処理 適正処理 21年度 ☆☆ 2,344

010202 適正処理 適正処理 適正処理 21年度 ☆☆ 160

010203 適正処理 適正処理 適正処理 21年度 ☆ 80

0103 適正実施率 100% 100% 21年度 ☆ 720

010301 適正処理 適正処理 適正処理 21年度 ☆ 32

010302 適正処理 適正処理 適正処理 21年度 ☆ 40

010303 適正処理 適正処理 適正処理 21年度 ☆ 104

010304 適正処理 適正処理 適正処理 21年度 ☆ 360

010305 適正処理 適正処理 適正処理 21年度 ☆ 40

010306 適正処理 適正処理 適正処理 21年度 ☆ 144

短期経営改善資金利子補給

市小口資金信用保証料補助

緊急保証制度信用保証料補助

経営安定関連保証制度認定

実績（H20）

企業からの相談受付

企業誘致の推進

工場立地法に関する事務

企業立地促進法に関する事務

工業の振興

商工会への指導

商工業観光振興事業費等補助金拠出

管理指標目的・業務内容

東遠工業用水道企業団協議会に関する事務

地域産業立地事業補助金の拠出

電源立地制度の補助事務

目的
（総合計画）

企業誘致・新産業の創出など工業が発展し、市内経済の
安定と活性化が図られている状態

平成21年度
6.躍進する産業のまち【産業】

3.工業振興と企業誘致・新産業創出の推進　（総合計画　P78～P79）

総合計画

基本方針
（総合計画　P14～P17）

施策の柱

目的・業務概要 備　考

備　考目標 期限 困難度
人工

【時間数】

正規3人
嘱託　人
臨時　人

平成21年12月25日

建設経済部

商工観光課

工業企業立地係

任務目的
（係の目的）

工業振興を図るため、企業誘致を推進するなど、市内の
経済の活性化を目指す

業務概要
宣伝活動や進出企業に対する支援を行うなど企業誘致の
推進を図る

中小企業者への支援

県制度資金

市小口資金利子補給

業務コード

誘致に関する調整

新工業団地の検討

工業振興と企業誘致の推進



2桁 4桁 6桁
実績（H20）管理指標目的・業務内容 備　考目標 期限 困難度

人工
【時間数】

業務コード

0104 適正実施率 100% 100% 21年度 ☆ 400

010401 適正処理 適正処理 適正処理 21年度 ☆ 80

010402 適正処理 適正処理 適正処理 21年度 ☆ 320

0105 適正実施率 100% 100% 21年度 ☆ 152

010501 適正処理 適正処理 適正処理 21年度 ☆ 32

010502 適正処理 適正処理 適正処理 21年度 ☆ 120

99 適正処理 適正処理 適正処理 21年度 ☆ 1,070

9901 期限内処理率 100% 100% 21年度 ☆ 494

990101 適正処理 適正処理 適正処理 21年度 ☆ 120

990102 適正処理 適正処理 適正処理 21年度 ☆ 120

990103 適正処理 適正処理 適正処理 21年度 ☆ 1

990104 適正処理 適正処理 適正処理 21年度 ☆ 253

9902 適正処理 適正処理 適正処理 21年度 ☆ 576

990201 適正処理 適正処理 適正処理 21年度 ☆ 160

990202 適正処理 適正処理 適正処理 21年度 ☆ 80

990203 適正処理 適正処理 適正処理 21年度 ☆ 8

990204 適正処理 適正処理 適正処理 21年度 ☆ 16

990205 適正処理 適正処理 適正処理 21年度 ☆ 16

990206 適正処理 適正処理 適正処理 21年度 ☆ 296

その他労働団体に関する事務

労働者に対する支援

労働団体への補助金拠出

空港関係団体に関する事務

利活用推進PR

条例等改正

文書管理（ファイリング）

官公需調査

行政評価事務

課内庶務

その他業務

その他業務

議会・監査対応

予算作成

各種調査に対する対応

農工地区調査

市内工業調査

鉱業調査

富士山静岡空港と御前崎港の利用推進



平成21年度　総括表

所属 係　表番号 内　線

 H20実績  H21実績  H22実績  H23実績  H24実績 目標 期限

29.5%
31.5%

（初年度実
績）

23年度

任務
目的

2,907億円
(H19値）

2,900億円 23年度

業務
概要

188社
（H19値）

190社 23年度

工業振興を図るため、企業誘致を推
進するなど、市内の経済の活性化を
目指す

総合計画の位置付け

基本方針：6.躍進する産業のまち【産業】
施策の柱：3.工業振興と企業誘致・新産業創出の推進　（総合計画　P78～P79）

製造品出荷額

経済不況により企業の体力は減少し、新たな企業進出に二の足を踏む状態である。高価な用地の需要は低下傾向にあり、遊休地及び企業撤退跡地
など安価な用地に注目が集まると思われる。引き合いの少ないこの時期に新たな用地情報に努める必要がある。
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目　的 総合計画等指標

企業進出が多く、働く場所が充分に
あると思う人の割合

宣伝活動や進出企業に対する支援
を行うなど企業誘致の推進を図る

製造事業所数

企業誘致・新産業の創出など工業が発展
し、市内経済の安定と活性化が図られてい
る状態

【目的（総合計画）管理指標の動向】

【現状】

【現状の課題】

【次年度改善措置】

経済不況による影響は大変大きく、平成２０年夏前の状況にもどることすら、大変な企業努力を要する状況である。現状では、解散、事業所閉鎖等によ
り平成２０年実績マイナスの状況で、目標達成は大変厳しい状況にある。

平成２０年秋以降の経済不況により、市内各企業においても多大な影響が出ている。ミクロ菊川は企業解散、ミクニパーテック、ミツバ、ちば製作所は
事業所閉鎖、その他の企業も大変厳しい経営状況である。平成２１年夏以降、回復傾向は見られるものの以前として企業及び従業員の不安は大きい。
企業進出においては、平成２１年夏以降、まったくと言って良いほど情報が無くなった。銀行、不動産業、行政など関連組織に広く情報を求めても引き
合いの話は無い。

度重なる地震により、企業は軟弱地盤を避ける。
長期を要する工業用地造成を企業は望まない。
所有者が不特定多数への情報提供を拒む。（偽物の情報に振り回されるため）
供給できる工業用地が少ない。




